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研究成果の概要（和文）：より良い食環境の整備に向けて，食関連企業とパートナーシップを組むことを目指
し，本研究では，飲食店経営者を対象に，調査研究を行った。本研究では，Swinburnらのフレームワークの最初
のステップ1「企業が国の施策を理解し，企業としてできる目標を取り入れる」に焦点をあて，研究1では健康日
本21，研究2ではSDGsの理解を軸に検討した。その結果，研究1，2ともに，施策，目標の理解が重要であると示
唆された。しかし，健康日本21，SDGsいずれも，「聞いたことがない」と回答する飲食店経営者が半数を超えて
いたことから，まず周知から取り掛かる必要があると考えられた。

研究成果の概要（英文）：Aiming to form a partnership with food-related companies to improve the 
healthy food environment, we conducted a study targeting restaurant owners. In this study, we focus 
on the first step 1 of the framework of Swinburn et al., "Understanding national policies and 
incorporating goals that companies can achieve". As the results, it was suggested that understanding
 of measures and goals is important for both studies 1 and 2. However, since more than half of the 
restaurant owners who answered "I have never heard of it" in both Health Japan 21 and SDGs, it was 
considered necessary to start the measures and goals from the public awareness.

研究分野： 栄養教育

キーワード： 食環境　健康　食関連企業　食品ロス　健康日本21

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義として，本研究では，前述の研究の他に，教材の作成，自治体の取組など関連する研究を行い， 4年
間で15の学会発表，11本の論文を発表した。今後の食環境整備の研究の推進に貢献したと考える。社会的意義と
しては，2021年厚生労働省が開催した「自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた検討会」に
おいて，本研究が目指す「健康的な食環境整備に向けた食関連企業とのパートナーシップ」である産学官の連携
が強調された。このことから，本研究の研究成果が，今後の食環境整備の推進において活用されると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

2017 年 9 月我が国の「糖尿病が強く疑われる者」は，1,000 万人と推計されると発表された。
糖尿病を含む生活習慣病の予防・改善に向けて，健康的な生活習慣を身につけることは必須であ
り，中でも健康的な食生活は重要である。しかし，食行動の変容は他の健康行動と比較し，複雑
である。たとえば，「野菜を食べる」「食塩を控える」など，健康的な食生活で守るべきことが複
数あるため，1 つの食品に着目すると，他の食行動が達成できないことが指摘されている（例：
野菜を多く食べる者は食塩摂取量も多くなる）。そこで，食品レベルではなく，料理レベル，さ
らには料理の組合せである食事レベルで食生活改善を推進することが提案されている。たとえ
ば，我が国の食生活指針では，「主食，主菜，副菜を基本に，食事のバランスを」といった食事
レベルのメッセージで，健康的な食生活の実践が呼び掛けられている。 
 しかしながら，外食や中食利用者では，主食・主菜・副菜の揃った食事がとれていない。2015
年の調査によると，外食等を定期的（週 2 回以上）に利用している者は成人で 41.3％であり，
20~50 歳代男性では約 50%と高い。そして，外食等の利用頻度と主食・主菜・副菜のバランスの
関連をみると，明らかに外食等を定期的に利用している者で，主食・主菜・副菜の揃っている頻
度が低かった。このことは，外食等では，「主食・主菜・副菜のバランスのとれた食事を摂るの
が難しい」ことを意味する。 
 2005 年の食育基本法の制定以降，食関連企業も食育を取組むようになった。しかし，多くの
企業の食育活動は，CSR（corporate social responsibility）の一環として行われており，直接的利益
につながる活動ではない。近年，CSR に代わる概念として，企業の強みを社会的な課題に貢献す
ることで，企業自身の持続的な成長へつなげていく考え方（creating shared value；CSV）が広ま
っている。CSV は企業の利益も考えた取組であることから，企業活動としての継続性が見込め
る。たとえば，国が推進する「主食・主菜・副菜のバランスのとれた食事」の推進は，食事レベ
ルの提供を行っている外食企業で CSV として扱うことの可能な内容である。また，食品レベル
での提供を行う食品企業であっても，食事シーンの CM 等を通じて，「主食・主菜・副菜のバラ
ンスのとれた食事」の推進は，可能である。 
 食関連企業（food industry）が国とパートナー
シップを組み，社会の課題解決を行うために，
Swinburn らは，2015 年 Lancet に国と食関連企
業が協働するための枠組み，「健康的な食環境推
進のためのアカウンタビリティフレームワー
ク」を発表した（図 1）。このように，多様な立
場の者がパートナーシップを組む活動の推進
は，社会活動としても見られている。米国ハー
バード大学公衆衛生大学院は，2012 年より調理
学校（Culinary Institute of America）とともに，
Menus of Change と呼ぶ会議を始めた。健康・環
境・美味しいをキーワードとしたメニューの普
及を目指し，食環境整備に関わる様々な障害を
議論する場である。我が国においても，国の向
かう方向に食環境が整っていない現状を考える
と，その背景には障害があることが予想される。
今，我が国で必要なことは，食関連企業と協働
して食環境整備を進めるための実態を把握する
ことと障害を整理することである。 
  
２．研究の目的 
本研究は，我が国のより良い食環境の整備を

行うにあたって，食関連企業とパートナーシッ
プを組んで進める方法を探ることを目的とし
た。Swinburn らのフレームワークには，4 つの
ステップがあるが，このフレームワークを循環させるためには，最初のステップ 1「企業が国の
施策を理解し，企業としてできる目標を取り入れる」を実現させなければならない。そこで，本
研究では，ステップ 1 に着目し，飲食店経営者を対象とした研究を行うことにした。食関連企業
の中でも，飲食店を対象としたのは，我われは食事から栄養を摂取しているため，食事を提供し
ている飲食店にした。研究 1 では，健康日本 21 の認知度および活用の実態をふまえ，さらに，
「適切な量と質の食事をとる者の増加」の目標に関する取組の実施が高い飲食店の特徴を検討
し，研究 2 では，飲食店における適量提供が健康日本 21 の目標である適正体重の維持と食育推
進基本計画の食品ロス削減の両方につながることを目指し，適正体重維持の目標と食品ロスの
目標の両方の目標達成を念頭に経営を行っている飲食店の特徴を検討した。 

図 1 健康的な食環境推進のためのアカウンタ
ビリティフレームワーク（Swinburm et al, 2015）
STEP1:企業は組織活動が国民の健康へ与える影
響を考え，国の施策を理解し，企業としてでき
る目標に取り入れる，STEP2:それをステークホ
ルダーとシェアする，STEP3:その活動を継続さ
せる，STEP4:活動の継続に向け，モニタリング
し，改善する 



 
３．研究の方法 
(1) 調査対象 
 本研究は，「外食店舗における健康施策の取組に関する量的研究」の一環である。データは，
2019 年 5 月 28～30 日，インターネット調査会社（株式会社マクロミル）に登録されている飲食
店経営者を対象に，自己記入式横断調査で収集された。調査時点で，登録されている食関連企業
のうち，飲食店を経営している 950 人に対し，調査を依頼し 412 人から回答を得た（回収率：
43.4%）。本研究では，飲食店の「適切な量と質の食事をとる者の増加」の目標に関する取組の実
施状況を検討するため，日常の食事を提供している店舗を対象とした。客の利用が「どちらかと
いうと，ハレの日の食事として利用する人が多い」「ハレの日として利用する人が多い」のどち
らかを答えた 25 人を除き，本研究では，387 人を解析対象とした（解析対象率：387/412=93.9%）。 
 
(2) 調査項目 
① 目標に関する取組の実施状況 
［研究 1］ 
健康日本 21（第二次）「適切な量と質の食事をとる者の増加」の大目標に含まれる「主食・主

菜・副菜を組み合わせた食事をとる者の増加」「食塩摂取量の減少」「野菜と果物の摂取量の増加」
の 3 つの目標それぞれについて，目標に関する取組の実施状況を「この目標達成に向けてすでに
取組を開始している」「この目標達成に向けての取組を計画中である」「この目標達成に向けて，
具体的な検討は行っていないが，いつか取組みたい」「この目標達成に向けての取組は難しい」
「この目標は，外食産業には関係がない」の 5 つの選択肢から 1 つ選択させた。この選択肢は，
トランスセオレティカルモデルの変容ステージを参考に作成した。 
［研究 2］ 
同じく，健康日本 21（第二次）の「適正体重の国民の増加（以下，適正体重の者の増加）」と

食育推進基本計画の「食品ロスのために行動する国民の増加（以下，食品ロス削減）」の目標に
ついて，目標に関する取組の実施状況をそれぞれ 5 つの選択肢から 1 つ選択させた。解析では，
「この目標達成に向けてすでに取組を開始している」「この目標達成に向けての取組を計画中で
ある」「この目標達成に向けて，具体的な検討は行っていないが，いつか取組みたい」の 3 つを
準備性高群，「この目標達成に向けての取組は難しい」「この目標は，外食産業には関係がない」
の 2 つを準備性低群とした。 

 
② 健康日本 21・持続可能な開発目標（SDGs）の認知度と活用 
 健康日本 21 と SDGs について，「メニュー作成や経営に参考・活用している」「内容はほぼ知
っており，いずれメニュー作成や経営に参考・活用したいと考えている」「内容は知っているが，
メニュー作成や経営に参考・活用するつもりは現在ない」「名前は聞いたことがあるが，内容は
知らない」「聞いたことがない」の 5 つから最もあてはまるものを 1 つ選択させた。研究 1 では，
健康日本 21 を用いた。研究 2 では，適正体重の者の増加と食品ロス削減をとりあげたため，両
方が含まれている SDGs の認知度と活用を用いた。  
 
③ 対象者の属性と店舗の属性 
性・年齢の他，対象者の飲食業の従事年数，年収，身長，体重，生活習慣病の有無，喫煙習慣，

栄養学の勉強の有無をたずねた。Body Mass Index（BMI）は，身長と体重から算出した（kg/m2）。
店舗属性は，地域，ジャンル，企業規模，座席数，受動喫煙対策，客の利用状況等をたずねた。 
 
(3) 倫理的配慮 
 調査画面の最初に，途中で回答を中止することが可能であること，特定の個人が識別できない
よう処理すること，学会や論文発表など学術的研究のために活用すること，回答をもって同意し
たとみなすことを説明した。なお，本研究は，お茶の水女子大学生物医学的研究の倫理特別委員
会（通知番号：第 2019-3 号）の承認を得ている。 
 
(4) 統計解析 
［研究 1］  
最初に，「目標に関する取組の実施状況」の回答分布を調べ，その後，「目標に関する取組の実

施状況」の 3 つの目標の選択肢について，準備性が最も高い選択肢「この目標達成に向けてすで
に取組を開始している」を 5 点，最も低い選択肢「この目標は，外食産業には関係がない」を 1
点とし，得点化した。3 つの目標の回答の内的整合性を確認した結果，合計得点を算出するため
の十分な値（クロンバック α=0.872）が得られたことから，合計得点を算出した。 
次に，対象者の属性および店舗の属性，「健康日本 21 の認知度と活用」の回答の分布を調べ，

「目標に関する取組の実施状況」の合計得点を比較した。合計得点は，正規分布でなかったため
（Shapiro-Wilk 検定，p<0.001），得点の比較検討では，Mann–Whitney の U 検定または，Kruskal-
Wallis 検定を用いた。多重比較は，Bonferroni の補正を用いた。欠損は項目ごとに除外した（表
注釈に記載）。 
［研究 2］ 



 「適正体重の国民の増加」と「食品ロスのために行動する国民の増加」の 2 つの目標の取組状
況から，それぞれを準備性高群と，準備性低群に分け，2 つの目標を組合わせた「高高群」「高低
群」「低低群」の 3 つの群を作った。属性等について 3 群で χ2 検定を用いて，比較検討した後，
高高群に関連する要因について，ロジスティック回帰分析を用いて検討した。 
解析には，IBM SPSS Statistics 26 for Windows（日本アイ・ビー・エム株式会社）を使用し，有

意水準は 5%（両側検定）とした。 
  
４．研究成果 
［研究 1］ 
 健康日本 21（第二次）の大目標「適切な量と質の食事をとる者の増加」の 3 つの具体的目標
に関する取組の実施状況の回答分布を調べたところ，「この目標の達成に向けて，すでに取組を
開始している」と回答した割合は，「主食・主菜・副菜を組み合わせた食事をとる者の増加」は
16.0%（62 人），「食塩摂取量の減少」は 11.4%（44 人），「野菜と果物の摂取量の増加」は 14.5%
（56 人）であった（図 2）。「健康日本 21」の認知度の回答では，60%以上が「聞いたことがな
い」と回答した（表 1 参照）。 

 
図 2  各「目標に関する取組の実施状況」の回答分布（N=387） 

 
 3 つの目標の取組の実施状況を得点化し，健康日本 21 の認知度と活用で得点を比較した（表
1）。その結果，「聞いたことない」が最も得点が低かった 
 

表 1 健康日本 21 の認知度と活用および「目標に関する取組の実施状況」 得点 
「健康日本 21 の認知度と活用」の選択肢 n (%) 実施状況の得点 
メニュー作成や経営に参考・活用している 13 (3.4) 14.0 (9.0, 15.0) a 
内容はほぼ知っており，いずれメニュー作成や経営に参考・活用した
いと考えている 

33 (8.5) 12.0 (9.0, 12.0) b 

内容は知っているが，メニュー作成や経営に参考・活用するつもりは
ない 

35 (9.0) 9.0 (7.0, 9.0) c 

名前は聞いたことがあるが，内容は知らない 69 (17.8) 8.0 (6.0, 9.0) d 
聞いたことがない 237 (61.2) 7.0 (6.0, 9.0) e 

N=387, 中央値（25，75 パーセンタイル値） 
Kruskal-Wallis 検定 p<0.001，Bonferroni の補正（p<0.005=0.05/10）a>c,d,e; b>c,d,e; d>e 
 
［研究 2］ 
 「適正体重の者の増加」および「食品ロス削減」の目標に対する取組実施状況の分布は図 3 の
とおりである。「この目標の達成に向けて，すでに取組を開始している」と回答した割合は，「適
正体重の者の増加」で 3.6%，「食品ロス削減」で 11.6%であった。「この目標達成に向けてすでに
取組を開始している」「この目標達成に向けての取組を計画中である」「この目標達成に向けて，
具体的な検討は行っていないが，いつか取組みたい」の 3 つを準備性高群，「この目標達成に向
けての取組は難しい」「この目標は，外食産業には関係がない」の 2 つを準備性低群とし，両方
準備性が高い「高高群」，どちらかが高い「高低群」，両方低い「低低群」の分布は，それぞれ，
113 人（29.2%），136 人（35.1%），138 人（34.8%）であった。 

SDGs の認知度と活用は，「メニュー作成や経営に参考・活用している」8 人 (7.1%)，「内容は
ほぼ知っており，いずれメニュー作成や経営に参考・活用したいと考えている」17 人 (15.0%)，
「内容は知っているが，メニュー作成や経営に参考・活用するつもりはない」15 人 (13.3%)，「名
前は聞いたことがあるが，内容は知らない」14 人(12.4%)，「聞いたことがない」59 人 (52.2%) で
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あり，「聞いたことがない」が半数を超えていた。 
 高高群に関連する要因について，単変量解析に続き，すべての要因を入れてオッズ比を調べた
結果，中小/大規模企業者と SDGs を聞いたことがあるの 2 項目が，高高群に関係していた（表
2）。 

 
図 3 「適正体重の者の増加」と「食品ロス削減」の目標に対する取組の実施状況 

 
表 2 「適正体重の者の増加」と「食品ロス削減」の両方の目標の準備性が高い飲食店の特徴 
  準備性 

単変量解析 
オッズ比  
(95% 信頼区間) 

多変量解析 
オッズ比 
 (95%信頼区間) 

高低群・ 
低低群  
n = 274 

高高群  
n = 113 

従事年数 
 20 年未満 113 (41.2) 55 (48.7) 1 1 
 20 年以上 161 (58.8) 58 (51.3) 0.71 (0.43–1.16) 0.62 (0.36–1.06) 

企業規模 
 小規模企業者  250 (91.2) 87 (77.0) 1 1 
 中小/大規模企業者 24 (8.8) 26 (23.0) 2.96 (1.60–5.51) ** 2.27 (1.11–4.62) * 

SDGs の活用状況 
 聞いたことがない 230 (83.9) 59 (52.2) 1 1 
 それ以外 44 (16.1) 54 (47.8) 4.76 (2.90–7.83) *** 4.06 (2.39–6.88) *** 

栄養学の勉強 
 ない  190 (69.3) 60 (53.1) 1 1 
 ある 84 (30.7) 53 (46.9) 1.98 (1.25–3.13) ** 1.38 (0.82–2.33) 

管理栄養士・栄養士の有無 a 
 いない 258 (96.3) 98 (86.7) 1 1 
 いる 10 (3.7) 15 (13.3) 3.79 (1.60–8.95) ** 1.63 (0.60–4.42) 

n = 387(a n = 381); n (%); *p < 0.05, ** p < 0.01, ***p < 0.001. 
 
 本研究は，より良い食環境の整備に向けて，食関連企業とパートナーシップを組むことを目指
し，飲食店経営者を対象に，調査研究を行った。Swinburn らのフレームワークの最初のステップ
1「企業が国の施策を理解し，企業としてできる目標を取り入れる」に焦点をあて，研究 1 では
健康日本 21，研究 2 では SDGs の理解を軸に検討した。 
その結果，研究 1，2 ともに，施策あるいは目標を理解することが重要である結果が示された。

しかしながら，健康日本 21，SDGs いずれも，「聞いたことがない」と回答する飲食店経営者が
半数を超えていたことから，日本で飲食店と協働して食環境整備を進めるためには，まず施策や
目標の周知から取り掛かる必要があると考えられた。 

 
なお，本研究では，研究 2 の「適正体重の者の増加」と「食品ロス削減」の 2 つの目標を達成

に向けて，飲食店における適量提供・適量摂取を推進するため，教材の作成，自治体の取組，飲
食店経営者の健康な食事に対する信念などの検討を行っている。 
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